
○倉敷市重度心身障害者医療費給付条例施行規則 

昭和４８年６月２５日 

規則第５０号 

改正 昭和４８年９月２９日規則第７８号 

昭和５０年９月２５日規則第６５号 

昭和５２年６月２５日規則第３３号 

昭和５３年５月２２日規則第３８号 

昭和５４年２月１５日規則第６号 

昭和５６年９月１４日規則第４４号 

昭和５８年１月３１日規則第５号 

昭和５８年４月１８日規則第３１号 

昭和５８年６月３０日規則第４０号 

昭和６０年３月２２日規則第９号 

昭和６０年７月２６日規則第４７号 

昭和６１年７月１８日規則第４３号 

昭和６２年７月２７日規則第５７号 

昭和６３年８月１０日規則第５３号 

昭和６３年９月１０日規則第５６号 

平成元年７月１７日規則第５９号 

平成２年７月２６日規則第５９号 

平成３年８月２８日規則第４３号 

平成４年８月３１日規則第５４号 

平成５年８月１６日規則第６８号 

平成６年８月２３日規則第６１号 

平成７年３月２７日規則第１２号 

平成７年８月１１日規則第５３号 

平成８年９月６日規則第４３号 

平成９年８月２６日規則第７０号 

平成９年９月３０日規則第７７号 



平成１０年６月３０日規則第３４号 

平成１３年９月２８日規則第１０１号 

平成１４年１２月２７日規則第１２４号 

平成１７年７月２８日規則第１３９号 

平成１８年９月２９日規則第８９号 

平成１９年６月２９日規則第５２号 

平成２０年３月２５日規則第１７号 

平成２０年６月３０日規則第５２号 

平成２１年３月５日規則第１１号 

平成２１年３月６日規則第１２号 

平成２１年７月２７日規則第７２号 

平成２２年３月８日規則第１４号 

平成２３年４月２６日規則第３５号 

平成２３年５月２６日規則第４１号 

平成２３年９月２０日規則第４９号 

平成２４年６月２９日規則第５７号 

平成２５年５月２２日規則第６４号 

平成２６年５月１日規則第４３号 

平成２６年６月２７日規則第４８号 

平成２６年９月２６日規則第６３号 

平成２７年５月１８日規則第５９号 

平成２８年５月３１日規則第４４号 

平成２９年５月２５日規則第４０号 

平成３０年６月２８日規則第５３号 

平成３０年６月２８日規則第５４号 

令和元年５月１６日規則第５１号 

令和２年５月１５日規則第６０号 

令和３年６月１日規則第５８号 

令和３年６月１８日規則第６２号 



令和４年５月２３日規則第３６号 

令和５年５月８日規則第５８号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、倉敷市重度心身障害者医療費給付条例（昭和４８年倉敷市条例第４７号。

以下「条例」という。）の施行について必要な事項を定めるものとする。 

（負担上限月額） 

第２条 条例第４条第１項の規則で定める額は、別表第１に定める受給資格者の区分（以下「所

得区分」という。）に応じ、別表第２に掲げる額（以下「負担上限月額」という。）とする。 

（一部負担金の減免） 

第３条 条例第４条第３項の規則で定める特別の理由は、条例による給付を受ける者の属する

世帯の主たる生計維持者（療養を受ける者が市町村国民健康保険の被保険者又は高齢者の医

療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号。以下「高齢者医療確保法」という。）の

規定による後期高齢者医療制度の被保険者であるときは世帯主、被用者保険又は国民健康保

険組合の被保険者、加入者、組合員又は被扶養者であるときは被保険者、加入者又は組合員

とする。）がおおむね過去１年以内の間に次に掲げる事由のいずれかに該当したことにより、

倉敷市市税条例（昭和４２年倉敷市条例第１６１号）第４５条の規定により当該市民税を減

免され、又は生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第６条第２項に規定する要保護者で

ある者（同法第６条第１項に規定する被保護者又は一部負担金の減免により同法の規定によ

る保護を要しないこととなる者をいう。以下同じ。）若しくは中国残留邦人等の円滑な帰国

の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成

６年法律第３０号）第１４条第２項に規定する支援給付を受ける者となつた場合とし、市民

税が課されていない者又は要保護者である者が、おおむね過去１年以内の間に次に掲げる事

由のいずれかに該当した場合も同様とする。 

（１） 震災、風水害、火災その他これらに類する災害により住宅、家財その他の財産につ

いて著しい損害を受けた場合 

（２） 干ばつ、冷害、凍霜害等による農作物の不作、不漁その他これらに類する理由によ

り著しく収入が減少した場合 

（３） 事業又は業務の休廃止、失業等により収入が著しく減少した場合 

（４） 重篤な疾病又は負傷により死亡し、心身に重大な障害を受け、又は長期間入院した



場合 

（５） 前各号に掲げるもののほか、市長が認める場合 

（資格証の交付等） 

第４条 条例第５条及び第６条第３項の規定による申請は、所定の申請書に医療保険各法によ

る被保険者証を添えて、行わなければならない。 

２ 市長は、前項の申請書の提出を受けたときは、その適否について審査を行い、適当と認め

た者については、交付台帳に記載し、所定の受給資格証（以下単に「受給資格証」という。）

を交付し、申請を不適当と認めた者については、所定の通知書により当該申請者にその旨を

通知するものとする。 

３ 条例第６条第３項の規定による受給資格証更新の申請は、第１項により行うものとし、更

新申請を不適当と認めた者については、前項の規定により通知するものとする。 

（一部負担金の減免の手続等） 

第５条 第３条の規定に該当し、一部負担金の減額又は免除を受けようとする者は、所定の減

免申請書を市長に提出し、所定の証明書の交付を受けなければならない。 

２ 前項の規定による証明書の交付を受けた者が療養を受けようとするときは、当該療養を受

けようとする病院若しくは診療所若しくは薬局又は指定訪問看護事業者（以下「医療機関等」

という。）に対し、受給資格証とともに前項に規定する証明書を提出しなければならない。 

３ 市長が第１項の規定による証明書の交付をしたときは、所定の交付簿に記録し、整理する

ものとする。 

（医療費の支払） 

第６条 条例第１０条第１項の規定による医療費の審査及び支払に関する事務は、岡山県国民

健康保険団体連合会及び社会保険診療報酬支払基金に委託して行うものとする。 

（医療費支払の特例） 

第７条 条例第１０条第１項ただし書に規定する規則で定める場合は、次に掲げる場合とする。 

（１） 県外の医療機関等で療養を受けた場合 

（２） 医療保険各法に規定する療養費の支給の対象となる療養を受けた場合 

（３） 医療保険各法に規定する移送費の支給若しくは家族移送費の支給の対象となる移送

を受けた場合 

（４） 国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）又は高齢者医療確保法に規定する被



保険者資格証明書を提出し、療養を受けた場合 

（５） 受給資格者が医療機関等に対し支払つた同一の月における条例第４条第１項に規定

する一部負担金の合計額が負担上限月額を超えた場合 

（６） 岡山県内に事務所を有しない国民健康保険組合のうち別に定めるもの以外のもの又

は岡山県外の市町村が行う国民健康保険の被保険者及び岡山県後期高齢者医療広域連合以

外の後期高齢者医療広域連合が行う後期高齢者医療制度の被保険者が療養を受けた場合 

（７） 前各号に掲げるもののほか市長が必要と認めた場合 

（医療費給付申請の方法） 

第８条 前条第１号及び第６号に規定する医療費の給付を受けようとする場合は、所定の申請

書に医療機関等が発行する領収証を添えて、市長に申請しなければならない。ただし、岡山

県後期高齢者医療広域連合が行う後期高齢者医療制度の被保険者が給付を受ける場合は、申

請を要しない。 

２ 前条第２号から第４号までに規定する医療費の給付を受けようとする場合は、所定の申請

書に保険者が発行する通知書又は所定の証明書を添えて、市長に申請しなければならない。

ただし、岡山県後期高齢者医療広域連合が行う後期高齢者医療制度の被保険者が同条第２号

に規定する給付を受ける場合は、申請を要しない。 

３ 前条第５号に規定する医療費の給付を受けようとする場合は、所定の申請書により市長に

申請しなければならない。 

４ 前条第７号に規定する医療費の給付を受けようとする場合は、市長が別に定めるところに

より、医療機関等が発行する領収証又は診療報酬領収証明書を添えて、市長に申請しなけれ

ばならない。 

（医療費給付の決定等） 

第９条 市長は、前条の規定による申請書の提出を受けたときは、その内容を審査し、給付の

適否を決定し、所定の通知書により、その旨を当該申請者に通知するものとする。 

（届出） 

第１０条 条例第１３条第１項に規定する規則で定める事項は、次に掲げる事項とする。 

（１） 受給資格者の住所及び氏名 

（２） 被保険者名、加入者名又は組合員名 

（３） 保険者名 



（４） 記号番号 

（５） 附加給付金の内容 

（６） 高齢者医療確保法に規定する被保険者証の番号 

（７） 受給資格者の属する世帯の世帯主及び世帯員 

（８） 受給資格者又は受給資格者の属する世帯の世帯主及び世帯員に係る所得又は課税の

状況 

２ 条例第１３条第１項の規定による届出は、所定の届出書により行わなければならない。 

（再交付） 

第１１条 条例第１４条の規定による申請は、所定の申請書により行うものとする。 

（医療費の返還） 

第１２条 条例第１６条の規定による医療費の返還命令は、所定の通知書により行なうものと

する。 

（医療費支給台帳） 

第１３条 市長は、倉敷市重度心身障害者医療費支給台帳を備え、医療費の給付に関して必要

な事項を記録しておかなければならない。 

（その他） 

第１４条 この規則に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この規則は、昭和４８年７月１日から施行する。 

附 則（昭和４８年９月２９日規則第７８号） 

この規則は、昭和４８年１０月１日から施行する。 

附 則（昭和５０年９月２５日規則第６５号） 

この規則は、昭和５０年１０月１日から施行する。 

附 則（昭和５２年６月２５日規則第３３号） 

この規則は、昭和５２年７月１日から施行する。 

附 則（昭和５３年５月２２日規則第３８号） 

この規則は、昭和５３年７月１日から施行する。 

附 則（昭和５４年２月１５日規則第６号） 

この規則は、公布の日から施行する。 



附 則（昭和５６年９月１４日規則第４４号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和５８年１月３１日規則第５号） 

（施行期日） 

１ この規則は、昭和５８年２月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正前の倉敷市重度心身障害者医療費給付条例施行規則に定める受給資格証は、昭和５８

年１月３１日限りその効力を失い、市長は、それに代わる受給資格証を昭和５８年２月１日

に対象者に交付するものとする。 

附 則（昭和５８年４月１８日規則第３１号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和５８年６月３０日規則第４０号） 

この規則は、昭和５８年７月１日から施行する。 

附 則（昭和６０年３月２２日規則第９号） 

この規則は、昭和６０年４月１日から施行する。 

附 則（昭和６０年７月２６日規則第４７号） 

この規則は、昭和６０年８月１日から施行する。ただし、第４条第２項の改正規定は、昭和

６１年７月１日から施行する。 

附 則（昭和６１年７月１８日規則第４３号） 

この規則は、昭和６１年８月１日から施行する。 

附 則（昭和６２年７月２７日規則第５７号） 

この規則は、昭和６２年８月１日から施行する。 

附 則（昭和６３年８月１０日規則第５３号） 

この規則は、公布の日から施行し、昭和６３年７月１日から適用する。 

附 則（昭和６３年９月１０日規則第５６号） 

この規則は、公布の日から施行し、昭和６３年７月１日から適用する。 

附 則（平成元年７月１７日規則第５９号） 

この規則は、公布の日から施行し、平成元年７月１日から適用する。 

附 則（平成２年７月２６日規則第５９号） 



この規則は、公布の日から施行し、平成２年７月１日から適用する。 

附 則（平成３年８月２８日規則第４３号） 

この規則は、公布の日から施行し、平成３年８月１日から適用する。 

附 則（平成４年８月３１日規則第５４号） 

この規則は、公布の日から施行し、改正後の倉敷市重度心身障害者医療費給付条例施行規則

の規定は、平成４年８月１日から適用する。 

附 則（平成５年８月１６日規則第６８号） 

この規則は、公布の日から施行し、改正後の倉敷市重度心身障害者医療費給付条例施行規則

の規定は、平成５年８月１日から適用する。ただし、第３条第１項の改正規定は、平成６年４

月１日から施行する。 

附 則（平成６年８月２３日規則第６１号） 

この規則は、公布の日から施行し、改正後の倉敷市重度心身障害者医療費給付条例規則の規

定は、平成６年８月１日から適用する。 

附 則（平成７年３月２７日規則第１２号） 

この規則は、公布の日から施行し、改正後の倉敷市重度心身障害者医療費給付条例施行規則

の規定は、平成６年１０月１日から適用する。 

附 則（平成７年８月１１日規則第５３号） 

この規則は、公布の日から施行し、改正後の倉敷市重度心身障害者医療費給付条例施行規則

の規定は、平成７年８月１日から適用する。 

附 則（平成８年９月６日規則第４３号） 

この規則は、公布の日から施行し、改正後の倉敷市重度心身障害者医療費給付条例施行規則

の規定は、平成８年８月１日から適用する。 

附 則（平成９年８月２６日規則第７０号） 

この規則は、公布の日から施行し、改正後の倉敷市重度心身障害者医療費給付条例施行規則

の規定は、平成９年８月１日から適用する。 

附 則（平成９年９月３０日規則第７７号） 

この規則は、公布の日から施行し、改正後の倉敷市重度心身障害者医療費給付条例施行規則

の規定は、平成９年９月１日から適用する。 

附 則（平成１０年６月３０日規則第３４号） 



この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成１３年９月２８日規則第１０１号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成１４年１２月２７日規則第１２４号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成１７年７月２８日規則第１３９号） 

この規則は、平成１７年８月１日から施行する。 

附 則（平成１８年９月２９日規則第８９号） 

改正 平成２１年３月６日規則第１２号 

平成２２年３月８日規則第１４号 

平成２３年５月２６日規則第４１号 

平成２５年５月２２日規則第６４号 

平成２６年５月１日規則第４３号 

平成２７年５月１８日規則第５９号 

平成２８年５月３１日規則第４４号 

平成２９年５月２５日規則第４０号 

平成３０年６月２８日規則第５４号 

令和元年５月１６日規則第５１号 

令和２年５月１５日規則第６０号 

令和３年６月１日規則第５８号 

令和４年５月２３日規則第３６号 

令和５年５月８日規則第５８号 

（施行期日） 

１ この規則は、平成１８年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の倉敷市重度心身障害者医療費給付条例施行規則（以下「改正後の規則」という。）

の規定にかかわらず、この規則の施行の日から令和６年６月３０日までの間に行われる療養

に要する費用についての改正後の規則第２条の規定による負担上限月額の適用については、

改正後の規則別表第２中「４４，４００円」とあるのは「２９，６００円」と、「８０，１



００円に総医療費の１パーセントを加算した額」とあるのは「５３，４００円」と、「１２，

０００円」とあるのは「８，０００円」と、「６，０００円」とあるのは「４，０００円」

と、「４，０００円」とあるのは「２，０００円」と、「２，０００円」とあるのは「１，

０００円」とする。 

附 則（平成１９年６月２９日規則第５２号） 

この規則は、平成１９年７月１日から施行する。 

附 則（平成２０年３月２５日規則第１７号） 

この規則は、平成２０年４月１日から施行する。 

附 則（平成２０年６月３０日規則第５２号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２１年３月５日規則第１１号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２１年３月６日規則第１２号） 

この規則は、平成２１年４月１日から施行する。 

附 則（平成２１年７月２７日規則第７２号） 

この規則は、平成２１年８月１日から施行する。 

附 則（平成２２年３月８日規則第１４号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２３年４月２６日規則第３５号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２３年５月２６日規則第４１号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２３年９月２０日規則第４９号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２４年６月２９日規則第５７号） 

この規則中第１条の規定は平成２４年７月１日から、第２条の規定は同年８月１日から施行

する。 

附 則（平成２５年５月２２日規則第６４号） 

この規則は、公布の日から施行する。 



附 則（平成２６年５月１日規則第４３号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２６年６月２７日規則第４８号抄） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成２６年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の日（以下「施行日」という。）前に受けた第１条の規定による改正前の

倉敷市重度心身障害者医療費給付条例施行規則第７条第３号に規定する療養に係る医療費の

給付申請の方法については、なお従前の例による。 

附 則（平成２６年９月２６日規則第６３号） 

この規則は、平成２６年１０月１日から施行する。 

附 則（平成２７年５月１８日規則第５９号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２８年５月３１日規則第４４号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２９年５月２５日規則第４０号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成３０年６月２８日規則第５３号） 

この規則は、平成３０年７月１日から施行する。 

附 則（平成３０年６月２８日規則第５４号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（令和元年５月１６日規則第５１号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（令和２年５月１５日規則第６０号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（令和３年６月１日規則第５８号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（令和３年６月１８日規則第６２号） 

（施行期日） 



１ この規則は、公布の日から施行する。ただし、別表第１備考の改正規定は、令和３年７月

１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則による改正後の倉敷市重度心身障害者医療費給付条例施行規則別表第１備考の規

定は、令和３年７月１日以後に受けた療養に係る医療費の給付について適用し、同日前に受

けた療養に係る医療費の給付については、なお従前の例による。 

附 則（令和４年５月２３日規則第３６号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（令和５年５月８日規則第５８号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

別表第１（第２条関係） 

所得区分 

所得区分 左に係る受給資格者の区分 

一定以上所得者 他のいずれの区分にも入らない受給資格者 

一般 受給資格者及び受給資格者と生計を一にする者について、療養を受けた

月の属する年の前年（療養を受けた月が１月から６月までの場合にあつ

ては、前々年。以下同じ。）中の所得の額（高齢者の医療の確保に関す

る法律施行令（平成１９年政令第３１８号）第７条第１項第１号に掲げ

る額から当該療養の給付を受ける日の属する年の前年の１２月３１日現

在において、年齢１６歳未満の扶養親族（地方税法（昭和２５年法律第

２２６号）第２９２条第１項第９号に規定する者をいう。以下同じ。）

の数に３３万円を乗じて得た額及び年齢１６歳以上１９歳未満の扶養親

族の数に１２万円を乗じて得た額の合計額を控除した額をいう。）が、

それぞれ高齢者の医療の確保に関する法律施行令第７条第２項に定める

額未満である場合における当該受給資格者（低所得Ⅱ及び低所得Ⅰの区

分に属する者を除く。） 

低所得Ⅱ 受給資格者及び受給資格者と生計を一にする者が、療養を受けた月の属

する年度（療養を受けた月が４月から６月までの場合にあつては、前年



度）分の所得割（地方税法第２９２条第１項第２号に規定する市民税の

所得割（同法第３２８条の規定によつて課する所得割を除く。））を課

されない者（倉敷市市税条例第４５条で定めるところにより当該市民税

を免除された者を含むものとし、当該市民税の賦課期日において地方税

法の施行地に住所を有しない者を除く。以下「市民税所得割非課税者」

という。）である場合における当該受給資格者（低所得Ⅰの区分に属す

る者を除く。） 

低所得Ⅰ 受給資格者及び受給資格者と生計を一にする者が、市民税所得割非課税

者であり、かつ、療養を受けた月の属する年の前年中の合計所得金額（地

方税法第２９２条第１項第１３号に規定する合計所得金額をいい、その

額が零を下回る場合には、零とする。）が零である場合における当該受

給資格者 

備考 

１ この表において「受給資格者と生計を一にする者」とは、当該受給資格者の加入してい

る医療保険各法（国民健康保険法及び高齢者医療確保法を除く。）の規定による被保険者

（当該受給資格者以外の者であつて、かつ、健康保険法（大正１１年法律第７０号）の規

定による被保険者（同法第３条第２項の規定による日雇特例被保険者を除く。）、船員保

険法（昭和１４年法律第７３号）の規定による被保険者、国家公務員共済組合法（昭和３

３年法律第１２８号）若しくは地方公務員等共済組合法（昭和３７年法律第１５２号）に

基づく組合員、私立学校職員共済制度の加入者又は健康保険法第１２６条の規定に基づき

日雇特例被保険者手帳の交付を受けその手帳に健康保険印紙をはり付けるべき余白がなく

なるに至るまでの間にある者をいう。）又は当該受給資格者の加入している国民健康保険

法及び高齢者医療確保法の規定による被保険者（当該受給資格者以外の者であつて、かつ、

当該受給資格者と同一の世帯に属する者に限る。）並びに当該受給資格者と同一の住民基

本台帳（住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第５条に規定する住民基本台帳をい

う。）上の世帯に属する者をいう。 

２ 低所得者Ⅱの項における所得割の課税又は非課税の判定については、当該療養の給付を

受ける日の属する年の前年の１２月３１日現在において、１６歳未満の扶養親族を有する

者にあつては１人につき２１，３００円（１６歳未満の扶養親族を有する者が当該療養の



給付を受ける日の属する年（当該療養の給付を受ける日の属する月が１月から６月までの

場合にあつては、前年。以下同じ。）の１月１日現在において地方自治法（昭和２２年法

律第６７号）第２５２条の１９第１項の市（以下「指定都市」という。）に住所を有する

場合は、２８，４００円）の、１６歳以上１９歳未満の扶養親族を有する者にあつては１

人につき１１，１００円（１６歳以上１９歳未満の扶養親族を有する者が当該療養の給付

を受ける日の属する年の１月１日現在において指定都市に住所を有する場合は、１４，８

００円）の税額控除があつたものとして行うものとする。 

３ 低所得Ⅰの項における合計所得金額に所得税法（昭和４０年法律第３３号）第２８条第

１項に規定する給与所得又は同法第３５条第１項に規定する雑所得のうち同条第３項に規

定する公的年金等に係る所得が含まれている場合における当該合計所得金額の算定は、同

法第２８条第２項の規定により計算した金額及び同法第３５条第２項第１号の規定により

計算した金額の合計額から１０万円を控除して得た金額（その額が零を下回る場合は、零

とする。）に、同項第２号の規定により計算した金額を加えて得た額を、当該給与所得及

び当該雑所得の合計額として行うものとする。 

別表第２（第２条関係） 

負担上限月額 

所得区分 当該月における療養が外来療養

のみの場合 

当該月における療養が入院療養を含

む場合 

一定以上所得者 ４４，４００円 ８０，１００円に総医療費の１パー

セントを加算した額 

一般 １２，０００円 ４４，４００円 

低所得Ⅱ ４，０００円 １２，０００円 

低所得Ⅰ ２，０００円 ６，０００円 

備考 この表において「８０，１００円に総医療費の１パーセントを加算した額」とは、８

０，１００円と総医療費（条例第４条第１項に規定する総医療費をいい、その額が８０１，

０００円に満たないときは、８０１，０００円）から８０１，０００円を控除した額に１

００分の１を乗じて得た額（この額に１円未満の端数がある場合において、その金額が５

０銭未満であるときはこれを切り捨て、その金額が５０銭以上であるときはこれを１円に

切り上げた額）との合算額をいう。 



 


